
＜令和５年度事業において抽出された課題に対する改善結果＞
• 協力薬局に対する「販売可否に係るチェックリスト」に係る調査では、引き続き「妊娠の可能性」に関する項目への改善意見が見られたもの
の、その割合は低下傾向にあった（令和５年度：90%、令和６年度：76%）。また、妊娠の判断に係る追加的研修に対しては、９割近くの薬
剤師が「役に立った」と回答した。

• 購入者の避妊成否確認については、販売後３～5週間後の調査において、6割が「確認した」と回答しており、また、その他2割も「今後確認
する」と回答した。その確認方法については、緊急避妊薬と同時に購入した妊娠検査薬において確認した割合が37.5％、別途購入した検
査薬での確認が59.3％、産婦人科への受診による確認が3.4%であった。

＜その他＞
• 協力産婦人科医へのアンケートにおいて、「患者が薬剤師の説明を理解したと考える」は100％（令和5年度：75％）であった。また「薬局か
らの紹介内容が不適切であった」は0％（令和5年度：0％）、「不適切な紹介はなかった」は91.7％（令和5年度：83.3％）であり、昨年度調
査よりもいずれも改善傾向にあった。

• 2023年11月28日～2025年1月31日の販売数は「6,813」だった。都道府県によりばらつきがあるが、約半数の都道府県で100件超
を販売した。（最少は山形県の18件）

• 協力薬局への来局時期及び曜日について大きなばらつきは見られなかったが、来局時間に関しては、概ね９時から19時に集中しており、
夜間・早朝（21時から８時まで）の来局は全体の２％程度だった。

• 購入者の年齢層は多くが20-39歳であったが、16-19歳も９％程度存在した。
• 購入者への満足度調査では「薬剤師の対応」「説明のわかりやすさ」「プライバシーへの配慮」への満足度は高い一方で、「支払った費用」の
満足度は低い傾向にあった（本研究では７～９千円の範囲内で各薬局で設定）。

• 販売時に個室対応した薬局は約半数程度であり、その他「間仕切りの設置」や「対応時間の工夫」を使用した薬局も多数存在したが、「プライ
バシーへの配慮」へのアンケート結果では、大きな問題は報告されなかった。

• 13薬局では16歳未満者に対する問い合わせがあった。また、11薬局では面前服用を拒否したために販売できなかった方がいた。
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【結果】

• 販売数が少なく、都道府県によりばらつきがあった。
• 「販売可否に係るチェックリスト」について、「妊娠の可
能性」に関する項目を改善すべきと約４割が回答した。

• 購入者の約85%において、服用３～５週間後に産婦
人科医を受診しておらず、また、避妊の成否を妊娠検
査薬で確認していなかった。

• 都道府県によっては販売数量が少なかったことから、協力薬局を増やす
• 予期せぬ望まない妊娠や中絶機会の喪失を防ぐため、妊娠の可能性に関し、

チェックリスト、フロー等の資材の見直し
販売する薬剤師がより理解を深めるための追加的研修の実施
購入者に対し、服用３週間後を目途に避妊成否を確認するよう指導徹底
薬剤師・産婦人科医間の連携体制の構築を書面をもって確認

• 上記に対応した研究を全国339薬局にて実施・解析
（期間：2024年9月25日～2025年1月31日）


